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府立泉北高等支援学校 

校  長 栗山 和幸 

 

平成 30年度 学校経営計画及び学校評価 
 

１ めざす学校像 

生徒の卒業後をみすえ、「チャレンジ・つながる・自立」を合言葉に、生徒の豊かな個性を活かしつつ、すべての教育活動を生徒の自立への力の育

成と支援者の拡大につなぐ学校づくりをめざす。 

併せて、生徒一人ひとりが、安全に、また、安心して学ぶことができる学校づくり、地域の人々や関係機関等から信頼される学校づくりをめざす。 

 

２ 中期的目標 

１ 今後のインクルーシブ教育を見据えて、生活自立コース、社会自立コース、就労支援コースの教育課程及び授業内容等の充実を図る。 

（１）生徒の多様性と社会状況の変化をふまえ、それぞれのコースの教育課程について検証し、必要な改善を行う。 

教育課程の更なる充実に向けて、基礎・社会生活、ライフスキル、作業学習、就労支援コース実習等の在り方の見直しなど必要な改善を行う。 

併せて、研究授業等の充実などを通じて、教職員が主体的に授業改善に取り組むための環境を整える。 

 

（２）職場実習・校内外実習等の機会を通じて、生徒のチャレンジ意欲を育むとともに支援者を拡大する。 

職場実習・校内外実習等の機会を活用し、生徒のチャレンジ意欲を高めるともに、支援者の拡大につなげる。 

生徒の成長の指標となるキャリアプランニングマトリックス表をもとにすべての教育活動を通じて生徒の自立にむけた取組みを進める。 

  ＊生徒の状況をふまえつつ、特に社会自立コースにおける生徒の自立にむけた取組みの充実を図る。 

  ＊キャリアプランニングマトリックス表を指標として、それぞれのコースにおける生徒の自立にむけた取組みを進める。 

 

（３）個別の教育支援計画、指導計画等の充実 

   生徒の多様性をふまえ、指導の手立てを明確にするとともに適切な時期に評価を行い、更なる活用を図る。 

   ＊指導の手立てや評価の適切性・有効性を図るため、教職員のアセスメント能力の向上をはかる。 

   ＊一貫した支援のツールとなるよう中学校等や卒業後の進路先との連携を図り、生徒、保護者の活用を促進する。 

 

２ 支援教育力の向上 

（１）思春期における課題への支援、健康教育等の充実を図るとともに、教職員の専門性の向上を図る。 

専門家との連携による教職員による事例検討及び生徒、保護者を対象とした教育相談の充実を図る。また、健康保持の基礎ともなる口と歯の健 

康教育の更なる充実を図る。 

＊専門家との連携により教育相談の充実や教職員の専門性の向上を図る。 

＊科目として位置づけている「ライフスキル」の指導内容の充実を図る。 

 

（２）部活動、生徒（生活）指導の充実を図り、生徒の自己肯定感を育成する。 

部活動をはじめ、課外活動の充実を図り、生徒の主体性、社会性、忍耐力等を育む。また、生徒の規範意識及び集団生活の基礎となる力を育成 

するため、自己肯定感の育成を柱に生徒（生活）指導の充実を図る。 

＊生徒像やニーズの変化に対応した部活動指導の充実や生徒指導の充実を図る。 

 

（３）センター的機能の役割をしっかりと果たすとともに地域連携の充実に努める。 

これまでの事例検討や研究成果を活かし、思春期における性に関する指導、ソーシャルスキルトレーニング（ＳＳＴ）、福祉等との連携の分野で 

本校の強みを発揮し、センター的役割を発揮する。また、生徒の卒業後の自立をみすえ、関係機関との協働による取組みをさらに強化する。 

 

（４）ＩＣＴを活用して支援教育力の充実を図る。 

   タブレット型ＰＣ等を活用した授業ができる教員を増やし、ノウハウを発信する。校務分掌の各種情報の共有化を図るとともに授業や教材等の 

ライブラリ化に取組み、技術・技能の伝達をスムーズに行い、効果的・効率的に業務を行えるシステムを構築する。 

 

３ 生徒が安全で安心して学校生活をおくることができる学校づくりを進める。 

（１）生徒が安心して学校生活を送ることができるよう、生徒の人権を尊重する学校づくりを進める。 

   ＊学校運営協議会員との協働による教職員研修の充実等に取り組む。 

 

（２）防災計画やＢＣＰを柱に、防災教育を計画的に推進し、危機管理体制を更に堅固なものとする。また保護者や地域（堺市や地元自治会）との連 

携のもと、災害時に備えた安全確保及び必要な備蓄品等の整備を行う。 

   ＊ＰＴＡと連携のもと安全確保にむけた取組みを充実させる。 

   ＊地域との連携を進める。 

 

学校教育自己診断の結果と分析・学校運営協議会からの意見】 

学校教育自己診断の結果と分析［平成３０年１２月実施分］ 学校運営協議会からの意見 

【児童生徒】 回答数 123人（回答率 73.7%から 84.1%） 

21 項目中 20 項目で「よくあてはまる」「ややあてはまる」の合計が 60％

を超えており。９項目で「よくあてはまる」「ややあてはまる」の合計が

70％を超えている。学校生活を楽しんでいる生徒が多いことがわかる。 

⑱「将来の進路や生き方について考える機会がある」⑩「先生は命の大

切さや社会のきまりについて教えてくれる」の２つの項目については、「よ

くあてはまる」「ややあてはまる」の合計が 65％、78％とやや低く、人権

教育・キャリア教育のさらなる推進が必要とされる。また、○21「先生はい

〇第１回 平成 30 年 7月 13 日（金）実施 

・中学校、中学部との個別の教育支援計画について、連携が不十分ではないか、保護者ま

かせになってはいないか。 

⇒本校として中学校、中学部との関係づくりを積み上げ、実際の運用を高めたい。個別の

教育支援計画については、保護者のものであるため、保護者の責任において引き継ぎが

必要になっている。また、今後の啓発をすすめる。 

・大雨時の休校措置、地震発生時等の対応について、休校措置の連絡体制が不十分であっ

た。通学バスを登校途中でトイレ休憩がとれるようにできないか。 
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じめについて私たちが困ってことがあれば真剣に対応してくれる」の項目

においては「よくあてはまる」「ややあてはまる」の合計が 54％で、昨年

度の 44％から向上しているもの、いじめ事象を発生させない取組みを一層

進める必要がある。 

【保護者】 回答数 98人（回答率 59.4%から 67.1%） 

 28項目中 27項目で「よくあてはまる」「ややあてはまる」の合計が 60％

を超えており、24 項目で「よくあてはまる」「ややあてはまる」の合計が

70％を超えている。学校運営に関しては、保護者の満足度はある程度高い

と考えられる。 

○27「ホームページの運営」○21「進路指導の充実」○11「ＰＴＡ活動の充実」

の３つの項目については、「よくあてはまる」「ややあてはまる」の合計が

79％、84％、64％、であり、ある程度学校の対応が進んでいると思われる

が、保護者との連携において今後も何らかの取り組みが必要と考える。ま

た、⑫「学校から地震や台風等の際の対応について生徒や保護者に行動マ

ニュアルが知らされている」の項目においては「よくあてはまる」「やや

あてはまる」の合計が 90％で、保護者と学校の連携に係る取り組みが進ん

だと考える。 

【教職員】 回答 81人 （回答率 100%から 100%） 

 41項目中 38項目で「よくあてはまる」「ややあてはまる」の合計が 60％

を超えており、34 項目で「よくあてはまる」「ややあてはまる」の合計が

70％を超えている。校長の学校運営に関する評価で「よくあてはまる」「や

やあてはまる」の合計が昨年度 82％に対して今年度 79％と変化は少ない。

今後の学校運営に関して多くの方の意見を受け止めていきたい。 

学校運営に関しての質問で○20「学校運営に教職員の意見が反映されてい

る」○23「日々の教育活動における問題意識や悩みについて、気軽に相談し

あえるような職場の人間関係ができている」○22「各分掌や各部各学年間の

連携が円滑に行われている」○21「教職員の適正・能力に応じた校内人事や

校内分掌の分担がなされ、教職員が意欲的に取り組める環境にある」の４

つの項目については、「よくあてはまる」「ややあてはまる」の合計が 68％、

75％、63％、49％とやや低く、教職員間の連携や学校と関係機関との関係

構築に引き続き重点を置かなければならない。 

 生徒指導（支援）に関しての質問で⑭「学校行事が生徒にとって魅

力あるものとなるよう、工夫・改善を行っている」⑤「生徒の実態を

踏まえ、指導内容や指導方法の工夫・改善を行っている」⑱「いじめ

（疑いを含む）が起こった際の体制が整っており、迅速に対応するこ

とができている」⑪「生徒が将来の進路や生き方について考える機会

を多く設けている」の４つの項目については、「よくあてはまる」「やや

あてはまる」の合計が 90％、94％、89％、85％と高く、教職員の支援の意

識が高いことがわかる。この意識を維持していきたい。  

⇒電話連絡以外に、ＨＰへの掲示を考えたい。 

（９月から緊急連絡ブログを実際に運用を始めた。現在、検証中である。） 

＜その他ご意見等＞ 

・個別の教育支援計画について、活発な運用を求めたい。堺市の福祉はアイファイルを作

成し、つなぐようにしている。 

・部活動について、障がいが軽度の生徒しか参加できていない。全員の参加は難しいが、

他の人の応援をすることはできる。それをもって参加と考えられないか。 

・卒業後の就労に関して定着支援を行っている。本校生徒との在学中から顔が見える関係

を今後も続けていってほしい。 

〇第２回 平成 30 年 11月９日（金）実施 

・個別の教育支援計画の引継ぎについては、中学校等との引継ぎが進んでいない繋がりの

弱い現状があるのは残念である。 

⇒まだまだ繋がりが弱い実態がある。本校として実際の運用を高めたい。個別の教育

支援計画の目標をもとに教育活動の目標をたて、学期ごとに評価をしていきたい。 

・通知表の表記について、教科によって書式等が違うことに驚いた。 

⇒評価の書式が統一されるように進めているところである。読み手の立場に立って生

徒の評価を通知していくことが大切だと考えている。 

＜その他ご意見等＞ 

・学校緊急ブログについては、ＰＴＡからも要望し、運用してもらった。 

・学校のブログをアップすることはニーズに応えてはいるが、写真を撮影することで

本来の生徒指導ができなくなってはいけない。 

・個別の教育支援計画の目標は保護者の意見を取り入れていくべきであり、個別の指

導計画の目標は学校として何ができるのかという視点が大切である。 

〇第３回 平成 31年１月 18日（金）実施 

「平成 30 年度学校経営計画」自己評価について校長より中期目標３点の中から重点 

目標の自己評価を中心に説明したあと、協議員の皆様よりご意見をいただいた。 

＜ご意見等＞ 

・校内実習について、保護者としては取り組めていない生徒もいたことを認識してい

る。学校の見立てと違う部分を感じた。 

・堺市教育委員会と、連携して地域支援に取り組んでいただけるのはありがたい。 

堺市立支援学校と教材の交換や合同研修などの機会があればよい。 

・通知表についてどのように変わっていくのか、目標に対する評価になっているのか、

生徒と保護者と一緒に通知票をつくりあげていってほしい。 

・事業所で大切にしていることとして、目標に向かってがんばっているプロセスを  

評価していくことがあげられる。プロセスを言葉で表しにくいところがある。 

ご意見をいただいた後に、平成 30 年度学校教育自己診断の結果と分析について、 

概ね生徒、保護者、教職員の評価は高かったことを教頭より報告した。また、「平成 

3１年度学校経営計画（案）」を提案させていただいた。 

 

 

３ 本年度の取組内容及び自己評価 

中期
的 
目標 

今年度の重点目標 具体的な取組計画・内容 評価指標 自己評価（進捗） 

１ 

コ
ー
ス
制
の
更
な
る
充
実 

（１） 教育課程の改善 
（新学習指導要領の移行措置も踏ま
え） 
ア 基礎・社会生活とライフスキルの指
導内容の充実に取組む 
イ 作業学習と就労支援コース実習の
指導内容の充実に取組む 
ウ 研究授業・公開授業等を通じ、指
導力向上を図る機会を整える。 
 
 
 
（２）校内外での実習等の多様化と充
実を図り、生徒のチャレンジ意欲を向
上する 
ア 職場実習の機会を充実する。 
イ 社会自立コースにおけるキャリア教
育（自立にむけた教育）の充実を図
る。 
ウ キャリアプランニングマトリックス表
を活用し、各コースの授業において指
導目標に積極的に取り入れる。 
 
 
 
 
（３）個別の教育支援計画、個別の指
導計画の活用と充実を図る。 
ア 指導の手立てや評価の適切性と
有効性を向上させる。 
イ 中学校との連携や卒業後の進路
先での活用を図る。 

（１） 
ア 基礎・社会生活やライフスキルの主担持
ち時間数や担当者の考え方を整理し、それ
ぞれの主担者が指導内容を充実・継承させ
ていけるようなシステムを整える。 
イ 作業学習と就労支援コース実習の関係を
整理し、それぞれの指導内容が充実するよう
教育課程の見直しも視野に入れて検討す
る。 
ウ 研究授業や公開授業をさらに進め、ビデ
オ等も活用した授業研究に取り組む。 
 
（２） 
ア 実習先の開拓をすすめ、可能な限り現場
実習に出る生徒を増やす。新たな職場実習
先の開拓にあたっては、企業団体へのアピー
ルも積極的に行う。 
イ 各学年で社会自立コースの自立にむけた
指導の充実について検討し、検討内容をまと
め発信する。 
ウ キャリアプランニングマトリックス表を活用
して、それぞれの授業でのキャリア教育の取
組みの充実を図る。 
 
 
 
（３） 
ア 教職員のアセスメント能力を向上させるた
め、外部講師を招いた研修を行う。 
イ 中学校との引き継ぎ連携を強化するととも
に、卒業後の引き継ぎにも活用されるような
工夫を行う。 

（１） 
ア 基礎・社会生活、ライフスキルの指導内容
の充実・改善を主となって計画的に押し進め
ていく人材を各学年１名以上育成する。 
イ 作業学習と就労支援コース実習の教育課
程を検討する。 
ウ 研究授業に外部講師からの助言を求め、
全体で研修する機会を持つ。 
 
 
 
（２） 
ア 新たな職場実習先（目標５か所）を開拓
し、新規の福祉事業所での実習（目標２か
所）を積極的に行う。職場実習や事業所実習
に出る生徒を増やす（前年度比 10%増）。卒
業後の進路について、生徒の状況をふまえ
つつ、在宅となる生徒を０％とし、就労率を可
能な限り向上させ、前年度卒業生の離職率
を０％とする。  
イ 社会自立コースの自立にむけた指導の充
実について検討内容を発信する。 
ウ キャリア教育の目標を意識した授業を増
やす。指標については、教職員＆保護者の
意見を求める。 
 
（３） 
ア アセスメント能力を向上させるための研修
を行う。 
イ 中学校との連携を強化し、入学前後の引
き継ぎをより確かなものとする。（中学校から
の個別の教育支援計画提出率を７0%にす
る）。 

（１） 
ア 転入者を中心に業務の引継
ぎをしている。専門性の継承は難
しい。（△） 
イ 教育課程と評価についての検
証に努めている。次年度へ引き
継ぐ。（△） 
ウ 外部講師の研修を含めて年
間９回の校内研修を行った。（○） 
 
 
（２） 
ア 新たな６か所の職場実習先の
開拓をした。職場実習に出た生
徒数前年比 10％増は達成できな
かった。就労率は 15％で、卒業
生の離職率は０％であった。（○） 
イ 校外実習と校内実習が充実し
た。校内実習での作業を提供し
ていただく作業所の開拓が課題
である。（△） 
ウ 個別の教育支援計画に沿っ
てキャリア教育を展開する方向性
を持った。次年度への継続課題と
したい。（△） 
 
（３） 
ア  校内研修を２回実施し、   
生徒、保護者が理解しやすい個
別の指導計画の運用とした。（○） 
イ 中学校からの個別の教育支
援計画の提出率は 90%を超えた。
（○） 
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２ 

支
援
教
育
力
の
充
実 

（１）思春期における課題への支援、健
康教育の充実を図る。 
ア 専門家との連携による事例検討、
教育相談をできるだけ多くの教職員に
還元し、専門性の向上を図る。 
イ  これまでの研究の成果を踏まえ
て、科目「ライフスキル」の指導内容を
充実させる。 
 
（２）部活動、生徒（生活）指導等の充
実を図り、自己肯定感を育成する。 
ア 生徒像やニーズに対応した部活
動をはじめとする課外活動等の充実
に取組む。 
イ 集団生活になじめない生徒が不登
校にならないよう、指導を充実させる。 
ウ いじめなどにつながらないよう規範
意識や人を思いやる心の育成に努め
る。情報モラルの育成に努める。 
 
 
 
 
 
 
（３）センター的役割の発揮及び地域
連携の更なる充実を図る。 
ア 福祉・労働機関との一層の連携を
図るとともに、センター的役割と地域連
携に努める。 
イ 堺市立の支援学校や中学校との
連携をさらに深める。 
ウ 本校の取組みを積極的に発信し、
センター的役割を果たす。 
 
 
（４）ＩＣＴを活用して支援教育力の充
実を図る。 
ア ＩＣＴを有効活用して、わかりやす
い授業に取組む。 
イ 校務でのＩＣＴの有効活用を図り、
教職員の仕事量の軽減化を図る。 
 

（１） 
ア 専門家との連携による事例検討や職員研
修を充実し、ノウハウの蓄積や情報発信と情
報共有を効果的に行う。 
イ それぞれのコースにおける科目「ライフス
キル」での効果的な取組みを公開授業し、情
報を共有し、専門家に助言を求める。 
 
 
（２） 
ア 大会参加や資格取得、発表の場を設ける
など、生徒像の多様化に応じた活動内容の
充実を図る。 
イ 集団活動になじめない生徒への指導に
ついて専門家のアドバイスを受けながら、関
係機関との連携のもと組織的に対応する。 
ウ 規範意識や人を思いやる心の育成に努
めることにすべての教育活動を通して重点的
に取り組む。情報モラルの育成については、
「情報」「ライフスキル」「ホームルーム」などの
時間を利用して、計画的に取組む。 
 
 
 
 
（３） 
ア 地域支援や学校間交流を通じて連携を
深める。 
イ 入学後のケース会議等を通じての連携を
更に充実させる。 
ウ 本校の実践的研究を継続、発展させ、本
校のすべての教職員がその情報を共有する
とともに、ホームページ等を活用し、研究成果
を広く発信する。 
 
 
（４） 
ア ICT を有効活用した授業を紹介すること
により、授業での活用を増やす。 
イ ネットワークフォルダを活用して、校務の
引継ぎや書類作成の手間を省き、仕事量を
軽減する。 

（１） 
ア 思春期におけるさまざまな課題をふまえ、
専門家との連携による職員研修の成果を校
内で共有し、発信する（新たな職種の専門家
との連携を図る）。 
イ 科目「ライフスキル」の効果的な取組みを
まとめる。 
 
 
（２） 
ア部活動に参加する生徒数の拡大（前年度
人数より増やす）。 
イ 集団活動になじめない生徒のケースや指
導プログラムをまとめ、引き継いでいく。 
ウいじめに関する取り組み状況を向上させる
（生徒の学校教育自己診断を指標とし、満足
度（あてはまる+ややあてはまる）を 70%以上と
する）。全学年の授業でインターネットトラブ
ル防止や情報モラルの育成について取り組
む（それぞれの学年で 1回以上取組む） 
 
 
 
 
 
（３） 
ア 地域支援へ行く人材を増やす（新たな人
材を 1人以上養成する）。 
イ 上神谷支援学校との合同ケース会議を実
施する。中学校との引継ぎ会議を行う。 
ウ 研究授業・公開授業を行うとともに、研修
成果の発信を行う。 
 
 
 
 
（４） 
ア ICTを有効活用した授業を増やす。 
イ 校務分掌での ICTの有効活用を図る。 
（学校教育自己診断を指標とする） 

（１） 
ア 弁護士や大学の教授他を招
いての校内研修は年間で６回実
施した。（○） 
イ 科目「ライフスキル」の指導内
容の向上の取り組みは継続中で
ある。（△） 
 
 
（２） 
ア 部活動に参加する生徒が 83
人から 94 人へ増加し、他校との
練習試合等、部活動の幅が広が
り、公式戦等で成果が出た。（○） 
イ きめ細やかに個別の対応を
行っている。次年度への引き継ぎ
が鍵となる。（△） 
ウ 生徒のいじめの対策指導の
満足度は 77％となっている。いじ
めを未然に防ぐ教員組織は活発
に動いている。インターネット上
のトラブルや情報モラルに係る指
導は情報の授業において各学年
で 1回行った。（○） 
 
（３） 
ア 地域支援を担当する教員を 
１名増員した。（○） 

イ 上神谷支援学校とのケース会
議を持った。地域支援におい
て、堺市との連携が次年度より
スタートする。（○） 

ウ 初任者等の研究授業、公開
授業を５回行い、教育力の向
上に努めた。（○） 

 
（４） 
ア ＩＣＴ機器をＨＲ教室で活用す
る研修を年間で３回行ったが、
ＨＲ教室での活用が進まなかっ
た。（△） 

イ ＩＣＴの有効活用についての学
校教育自己診断項目で“あて
はまる +ややあてはまる”が
64.0％から79.0%となった。（○） 

３ 

安
全
で
安
心
な
学
校
づ
く
り 

（１） 生徒が安心して学校生活を送る
こ 

とのできる学校づくりを進める。 
ア 教職員が生徒一人ひとりの人権を
尊重する態度を養うことができるよう研
修機会等の充実を図る。 
イ 学校運営協議会との連携により本
校の安全で安心な学校づくりを進める
体制を整える。 
ウ より充実した学校評価の在り方を
検討する。 
（２）災害時等における生徒の安全
確保の取組みを強化するととも
に、災害時、福祉避難所としての
機能を発揮できるよう準備する。 

ア 災害時の安全確保について、教
職員、保護者の意識を高める。 
イ 避難所としての機能を発揮できる
よう準備する。 

 
ア 教職員の生徒の人権を尊重する態度を
養うため、保護者や関係機関、学校協議会
委員等の協力を得て、研修の機会を設ける。 
イ 学校運営協議会での協議や意見を本校
の学校運営に効果的に反映し、安全で安心
な学校づくりを行う。 
ウ 学校教育自己診断を学校改善に生かせ
るように工夫する。 
 
 
（２） 
ア 災害時の安全確保について定めた必要
事項をすべての教職員が共通理解し、保護
者にも確認する。 
イ 堺市危機管理室や地域との連携を図りつ
つ、避難所としての役割が果たせるよう体制
を整える。 

（１） 
ア 子どもの人権を尊重する態度を養う研修
を悉皆研修として実施する。 
イ 学校協議会委員が参画する職員研修等
を開催する。 
ウ 学校教育自己診断の生徒提出率・保護
者提出率を向上させるよう努力する（5%増）。 
 
 
 
 
（２） 
ア 災害時の安全確保について定めた必要
事項を分かり易くまとめ直し、常に確認できる
ように配付と掲示を行う。 
イ 防災訓練等を、PTA や地域と協力しなが
ら実施する。 

（１） 
ア  人権に係る研修を３回実施
し、本校教職員で共有した。（○） 
イ 地域の就労支援担当者から、
障がい者と就労について講演を 
１回していただいた。（○） 
ウ 保護者提出率が 59.8％から
68.5%となった。（○） 
 
（２） 
ア 学校ＨＰで緊急連絡ブログを
開設し、緊急時の学校の判断を
迅速に伝えることができた。災害
時の生徒の安否確認の取組みが
課題である。（○） 
イ  地域と連携を図るとともに、
PTA と協力した防災訓練・防災研
修を１回実施した。（○） 

 
 


